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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ロボットを操作する使用者の筋活動に基づく動作意図を推定し、当該動作意図に対応し
たロボットの動作制御を行うためのロボット制御装置において、
　前記筋活動に基づく前記使用者の皮膚表面における所定領域の変形情報を計測する変形
情報計測手段と、当該変形情報計測手段で計測された変形情報に基づいて、前記動作意図
を推定する動作推定手段とを備え、
　前記変形情報計測手段は、筋活動に基づく筋肉の隆起状態に関する筋隆起情報を計測す
る筋隆起情報計測部と、前記筋活動に基づく前記皮膚表面のひずみ情報を計測するひずみ
情報計測部とを備え、
　前記動作推定手段では、予め設定された関係式により、前記変形情報計測手段で計測さ
れた前記筋隆起情報と前記ひずみ情報とを組み合わせた前記変形情報から、前記動作意図
に対応する前記ロボットの直交３軸回りの回転動作量をそれぞれ求めることを特徴とする
ロボット制御装置。
【請求項２】
　前記筋隆起情報計測部では、前記皮膚表面の複数位置での隆起方向の変位量である筋隆
起量が計測され、
　前記ひずみ情報計測部では、前記使用者が意図する動作に対応する主動筋付近の前記皮
膚表面の複数位置におけるひずみが計測され、
　前記動作推定手段では、前記各位置で計測された前記筋隆起量及び前記ひずみが前記関
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係式に代入されて前記動作量が求められることを特徴とする請求項１記載のロボット制御
装置。
【請求項３】
　前記関係式の初期設定に関する処理を行う初期設定用処理手段を更に備え、
　前記初期設定用処理手段では、前記使用者が予め決められた動作を行ったときの前記変
形情報を複数回取得し、当該各変形情報から多変量解析により前記関係式を導出すること
を特徴とする請求項１記載のロボット制御装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ロボット制御装置に係り、更に詳しくは、ロボットを操作する使用者の筋活
動に基づく動作意図を推定し、当該動作意図に対応したロボットの動作制御を行うための
ロボット制御装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年の高齢化社会においては、人間の機能を支援するため、使用者の動作意図に対応し
た生体信号に基づいて動作する装着型ロボットへの期待が高まっている。この装着型ロボ
ットとしては、人間の筋力をモータ等のアクチュエータの動力で補うパワーアシストロボ
ットの他に、上肢切断者の日常生活を補助するために、前記アクチュエータの動力を用い
て手に相当する動作を行う動力義手などが挙げられる。これら既存の装着型ロボットは、
その使用者の動作意図に基づく筋活動により得られた生体信号の変化から、前記アクチュ
エータの駆動を制御しており、当該生体信号としては、筋活動量に伴い振幅が変化する表
面筋電位が多く用いられている。ところが、この表面筋電位は、電気的なノイズを多く含
み、しかも、個人差が大きいことから、不安定な信号であり、使用者の動作意図をロボッ
トに細かく反映することが難しい。そのため、例えば、このような表面筋電位を用いた動
力義手（筋電義手）にあっては、筋電位の特徴量を用いた動作種類の判別に留まり、閾値
設定によるオン・オフ制御が行われるのが一般的で、非切断者の腕に比べて明らかな機能
差がある。例えば、使用者の食事の際に義手でお椀を保持しようとする動作を実現するた
めには、義手の関節角度の精密な制御が必要であるが、表面筋電位は極めて微弱であるこ
とから、このような精密な制御は困難である。ここで、非特許文献１には、表面筋電位を
用いた動力学計算により関節角度の推定を行った研究が開示されているが、当該動力学計
算により算出可能である筋発揮張力や関節回りのモーメントは、関節角度に対して一意性
がない。また、関節角速度から時間積分により関節角度を算出する際に、誤差を蓄積して
しまうという問題もある。従って、表面筋電位を用いて関節角度を細かく制御するために
は、煩雑な計算が必要となる。
【０００３】
　ところで、特許文献１には、使用者の前腕の周囲の複数位置で筋電位及び筋隆起量を検
出し、これらの検出結果に基づいて使用者の意図する動作を識別し、当該意図する動作に
従って義手を操作する義手操作装置が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２０１４－５０５９０号公報
【非特許文献】
【０００５】
【非特許文献１】片山敦史，幸徳，小池康晴，「筋電信号を用いた指関節角度推定」，電
子情報通信学会技術研究報告，ｖｏｌ．１０６．ｐｐ７－１２，２００７
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
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　しかしながら、前記特許文献１の義手操作装置にあっては、検出された筋電位及び筋隆
起量から、使用者による手の各種動作（掌屈、背屈、握る、開く、前腕の回内や回外）の
種類を判別推定するものであり、煩雑な計算処理が必要となるばかりか、手の背屈量等、
各動作の動作量までは推定することができない。
【０００７】
　そこで、本発明者らは、動力義手の動作量を推定できる新たな生体信号を探索するため
の研究を行った。その結果、筋活動の運動学による手首の関節角度変化時の筋肉の挙動か
ら、筋活動時の筋収縮に伴い皮膚表面で筋肉が隆起する位置（筋隆起位置）が移動する現
象に着目し、筋活動に伴う関節角度変位と筋隆起位置との間に一意性があることを知見し
た。また、使用者が手首を回転させた際の筋活動に伴い、使用者の皮膚表面が微視的に伸
縮変形するが、前記動作量が同一であっても、当該手首の回転方向によって前記皮膚表面
の伸縮変形状態が異なる。このことから、使用者の手の各種動作を正確に判別して前記動
作量を推定するには、前記皮膚表面のひずみ情報を考慮する必要があることも知見した。
【０００８】
　本発明は、このような本発明者らの知見に基づいて案出されたものであり、その目的は
、簡単な構成及び演算により、ロボットを操作する使用者の筋活動に対応する生体組織の
変形情報に基づいて、当該使用者の意図する動作の種類毎にその動作量を推定することが
できるロボット制御装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　前記目的を達成するため、本発明は、主として、ロボットを操作する使用者の筋活動に
基づく動作意図を推定し、当該動作意図に対応したロボットの動作制御を行うためのロボ
ット制御装置において、前記筋活動に基づく前記使用者の皮膚表面における所定領域の変
形情報を計測する変形情報計測手段と、当該変形情報計測手段で計測された前記変形情報
に基づいて、前記動作意図を推定する動作推定手段とを備え、前記変形情報計測手段では
、前記変形情報として、前記皮膚表面の変形量が前記所定領域内の所定位置毎に計測され
、前記動作推定手段では、前記動作意図に対応する前記ロボットの動作量と前記変形量と
の相関関係が予め設定され、当該相関関係に基づいて前記変形量から前記動作量を求める
、という構成を採っている。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明によれば、従来の表面筋電位の変化に基づくロボットの動作制御よりも簡単な構
成及び演算により、使用者が意図する身体の動作の種類毎に動作量を推定することができ
、当該動作量をロボットの動作制御に用いることで、使用者の動作意図を細かく反映した
ロボットの動作制御が可能になる。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】本実施形態に係るロボット制御装置の構成を表すブロック図。
【図２】ひずみセンサとして機能するナノシートの貼付例を示す上腕部の写真。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　以下、本発明の一実施形態について図面を参照しながら説明する。
【００１３】
　図１には、本実施形態に係るロボット制御装置の構成を概略して表したブロック図が示
されている。この図において、前記ロボット制御装置１０は、ロボットとしての動力義手
５０の可動部５１を動作させるアクチュエータ５２の駆動を制御するための装置であって
、動力義手５０の操作者となる使用者の筋活動に伴う生体組織の変形情報から、使用者が
意図する動作の種類毎に動作量を推定して、アクチュエータ５２の動作制御を行うように
なっている。
【００１４】
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　すなわち、ロボット制御装置１０では、動力義手５０を装着した使用者の筋活動時の筋
収縮により、皮膚表面で筋肉が隆起する位置（以下、「筋隆起位置」と称する。）の移動
現象と、前記筋活動による皮膚表面形状が伸縮変形する現象とに基づいて、使用者が所望
とする可動部５１の動作が得られるように、アクチュエータ５２を制御するようになって
いる。本実施形態では、可動部５１として、人体に模して手首の関節角度を直交３軸方向
に変化させる機構を備え、使用者が手首を変化させる際になされる前腕部の筋活動に対応
して、可動部５１の動作制御がなされる。つまり、可動部５１は、前腕部における筋収縮
による皮膚表面の筋隆起情報とひずみ情報とを組み合わせた生体組織の変形情報に基づく
制御により、直交３軸回りの回転動作について、前記変形情報に対応した動作量すなわち
回転角度で動作するようになっている。ここでの３軸回りの回転動作としては、手を上下
に動かす掌屈背屈方向（以下、単に「掌背屈方向」と称する）に対応した回転動作と、手
を左右に動かす撓屈尺屈方向（以下、単に「撓尺屈方向」と称する）に対応した回転動作
と、手を内外に回転する回内回外方向（以下、単に「回内外方向」と称する）に対応した
回転動作とがある。
【００１５】
　本発明者らは、前腕部の筋肉運動により手首の関節を動かす際、当該手関節角度が変化
する際に、前腕部の皮膚表面の筋隆起位置が前腕部の長手方向に移動する現象に着目し、
筋隆起位置から手関節角度が一意に定まることを知見した。また、手首の関節の動作種類
に応じて主動筋の動作方向が変化することから、主動筋上の皮膚表面のひずみ情報を計測
することで、手の動作方向を判別できることを知見した。これら知見に基づき構成された
ロボット制御装置１０では、動力義手５０が装着される前腕部の位置毎の筋隆起状態の変
化と、皮膚表面のひずみ情報とに基づき、実際の手（非切断側の手）を動作させる感覚で
可動部５１を動作させることができる。
【００１６】
　具体的に、前記ロボット制御装置１０は、筋活動に基づく使用者の皮膚表面における所
定領域の変形情報を計測する変形情報計測手段１１と、所定の初期設定に関する処理を行
う初期設定用処理手段１２と、初期設定後に、変形情報計測手段１１で計測された変形情
報に基づいて使用者の動作意図を推定する動作推定手段１３と、動作推定手段１３での推
定結果に応じて、アクチュエータ５２への動作指令を行う動作指令手段１４とを備えてい
る。
【００１７】
　前記変形情報計測手段１１は、使用者の前腕部の皮膚表面に接触して装着され、当該皮
膚表面の直交３軸方向の変形量を検出可能なセンサユニットからなり、当該センサユニッ
トは、筋活動に基づく筋肉の隆起状態に関する筋隆起情報を計測する筋隆起情報計測部１
８と、筋活動に基づく前記皮膚表面のひずみ情報を計測するひずみ情報計測部１９とを備
えている。
【００１８】
　前記筋隆起情報計測部１８は、前腕部の所定領域の複数位置において、皮膚表面に対し
て直交する隆起方向の変位量である筋隆起量を計測可能な公知の接触センサからなる。こ
こで、図示省略するが、本実施形態の接触センサとしては、例えば、複数の反射型フォト
リフレクタをウレタン素材のスポンジで被覆した構造のものが用いられる。当該構造の接
触センサは、スポンジの変形状態によって当該スポンジ内で反射された光量が変化するこ
とを利用し、当該光量の変化に基づいてスポンジの変形量を求めるようになっており、各
フォトリフレクタそれぞれについて、その対応部位のスポンジの変形量を検出可能になっ
ている。
【００１９】
　この筋隆起情報計測部１８では、図示しないアームバンド等によって前記スポンジが皮
膚表面に接触するように固定されることにより、前記筋隆起量が計測される。すなわち、
手を動作させるための筋肉が存在する前腕部の所定領域における筋活動の結果、筋隆起に
基づく皮膚表面の上方への変位に伴う前記スポンジの変形による前記各フォトリフレクタ
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の検出値から、前記筋隆起量が求められることになる。本実施形態では、特に限定される
ものではないが、上腕部の長手方向１６箇所×短手方向３箇所の合計４８箇所における筋
隆起量が計測されるようになっている。
【００２０】
　なお、本発明において、前記筋隆起情報計測部１８としては、前述の構造の接触センサ
の利用が必須ではなく、前述と同様の計測が可能である限り、他の構造のセンサに代替す
ることも可能である。
【００２１】
　前記ひずみ情報計測部１９としては、手首の関節動作に対応する前腕部の主動筋の動作
に基づく皮膚表面の伸縮変形量を表すひずみを検出可能な限りにおいて、様々な公知のひ
ずみセンサを用いることができる。本実施形態のひずみ計測部１９としては、ＰＥＤＯＴ
－ＰＳＳ等の導電性高分子を含ませた超薄膜（導電性ナノシート）を利用したひずみセン
サが用いられており、皮膚表面に貼付された前記ナノシートの伸縮変形による抵抗値の変
化に基づき、皮膚表面のひずみを求める構造となっている。前記ナノシートは、手首の動
作に対応する前腕部の主動筋の筋腹上となる皮膚表面の複数位置（例えば、５～１０箇所
程度、図２参照）に貼付されるようになっている。
【００２２】
　前記初期設定用処理手段１２では、動力義手５０を最初に使用する際等において、使用
者等による図示しないスイッチの操作により、次の初期設定処理が行われる。すなわち、
使用者毎に異なる筋活動特性に対応した動作推定手段１３での後述の動作推定を可能にす
るように、皮膚表面における計測位置毎の筋隆起情報である筋隆起量及びひずみ情報であ
るひずみと、掌背屈方向、撓尺屈方向及び回内外方向の各動作量（回転角度）との関係を
表す関係式が初期設定される。ここでは、使用者が、予め指定された各種の手首の回転動
作をそれぞれ複数回行い、それら各回転動作時における変形情報計測手段１１での計測値
から、線形重回帰分析等の多変量解析により次の関係式が導出され、記憶される。
【００２３】
【数１】

　ここで、上式において、θ１は、掌背屈方向の回転角度であり、θ２は、撓尺屈方向の
回転角度であり、θ３は、回内外方向の回転角度である。また、Ｓｉ（ｉ＝１，２，・・
・，ｎ－１，ｎ）は、筋隆起情報計測部１８で計測された前腕部の各位置の筋隆起量であ
り、Ｚｉ（ｉ＝１，２，・・・，ｍ－１，ｍ）は、ひずみ情報計測部１９で計測された前
腕部の各位置のひずみである。更に、Ａｉ（ｉ＝１，２，・・・，（ｎ＋ｍ）－１，ｎ＋
ｍ）、Ｂｉ（ｉ＝１，２，・・・，（ｎ＋ｍ）－１，ｎ＋ｍ）、Ｃｉ（ｉ＝１，２，・・
・，（ｎ＋ｍ）－１，ｎ＋ｍ）は、線形重回帰分析の過程で特定された定数である。
【００２４】
　前記動作推定手段１３は、使用者が動力義手５０を実際に使用する際に、変形情報計測
手段１１によって計測された皮膚表面の３次元の変形量である筋隆起量、ひずみが、初期
設定用処理手段１２で初期設定された前述の関係式に代入されることで、前述の３方向に
おける手首の回転角度が演算によって求められる。ここで求められた各回転角度は、使用
者の筋活動に基づき意図する手首の動作量であると推定される。
【００２５】
　前記動作指令手段１４では、動作推定手段１３で求められた各方向別の動作量で可動部
５１が動作するように、アクチュエータ５２への駆動指令がなされる。
【００２６】
　従って、このような実施形態によれば、使用者の前腕部の筋活動に伴う巨視的な筋隆起
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向の動作量を求めることができる。つまり、使用者が、実際の手を動かすように前腕部に
力を入れると、その程度により、実際の手と同様に動力義手５０の手関節角度を制御する
ことができ、従来の表面筋電位による制御では難しかった動力義手５０の手関節角度の動
作制御を簡単な構成や演算にて細かく行うことができる。
【００２７】
　なお、前記実施形態では、本発明が適用されるロボットとして動力義手５０について図
示説明したが、本発明はこれに限らず、他の義肢やパワーアシストロボット等の装着型ロ
ボットやロボットアーム等、各種ロボットの動作を使用者の筋活動に基づいて制御するロ
ボット制御装置として適用することもできる。換言すると、本発明においては、使用者の
筋活動による身体部位の動作に対応する動作をロボットに行わせる際に、前記実施形態と
同様に、当該筋活動による使用者の所定位置における皮膚表面の変形量に基づく動作制御
が可能である。
【００２８】
　また、本発明では、初期設定用処理手段１２を省略することができる。この場合、動作
推定手段１３では、複数パターンの前記関係式を予め記憶させておき、使用者等が適切な
関係式を任意に選択し、当該選択された関係式で前述のように動作推定を行っても良いし
、予め記憶した１の関係式、或いは、皮膚表面の変形量とロボットの動作量との関係を表
す変換表等のデータを用いる等、種々の相関関係に基づいて前記動作推定を行っても良い
。
【００２９】
　その他、本発明における装置各部の構成は図示構成例に限定されるものではなく、実質
的に同様の作用を奏する限りにおいて、種々の変更が可能である。
【符号の説明】
【００３０】
　１０　動作制御装置
　１１　変形情報計測手段
　１２　初期設定用処理手段
　１３　動作推定手段
　１８　筋隆起情報計測部
　１９　ひずみ情報計測部
　５０　動力義手（ロボット）
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